
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高騰
に対する特別加算

【物価高支援】R7商工会商品券配布事業

①物価高騰の影響を受けている町民及び町内事業者を対象に，
食料品を含めた生活支援及び地域経済活性化を目的とし，町内
全人口を対象に和泊町商工会が発行する商品券の配布を行う。
②商品券配布事業に係る費用（1人×20,000円）
③和泊町内全人口5,869人（2/1現在）
印刷製本費（封筒）　87,780円
郵便料（商品券発送）　495円×5,869人＝2,905,155円
業務委託料（商品券購入（5,869人），封入，換金，事務費）
　計119,924,635円
総計（印刷製本費＋郵便料＋業務委託料）
　計122,917,570円≒122,918千円
④住民全世帯

R8.2 R8.3

2
③消費下支え等を通じ
た生活者支援

【経済対策】R7商工会商品券配布事業

①物価高騰の影響を受けている町民及び町内事業者を対象に，
生活支援及び地域経済活性化を目的とし，町内全世帯を対象に
和泊町商工会が発行する商品券の配布を行う。
②商品券配布事業に係る費用（1世帯×10,000円）
③和泊町内全世帯3,242世帯（7/1現在）
印刷製本費（封筒）　61,600円
郵便料（商品券発送）　460円×3,242世帯＝1,491,320円
業務委託料（商品券購入（2,566世帯），封入，換金，事務費）
26,734,504円
計28,287,424円≒28,288千円
④住民全世帯

R7.7 R8.3

3
③消費下支え等を通じ
た生活者支援

【物価高対策】R7商工会商品券配布事業

①物価高騰の影響を受けている町民及び町内事業者を対象に，
生活支援及び地域経済活性化を目的とし，町内全世帯を対象に
和泊町商工会が発行する商品券の配布を行う。
②商品券配布事業に係る費用（1世帯×10,000円）
③和泊町内全世帯3,242世帯（7/1現在）
業務委託料（商品券購入（676世帯））6,760,000円
計6,760,000円
④住民全世帯

R7.7 R8.3

4

⑦医療・介護・保育施
設、学校施設、公衆浴
場等に対する物価高
騰対策支援

【物価高支援】こども園食材料費高騰対
策支援事業

①物価高騰に直面する保育現場において，こども達に栄養バラ
ンスや量を保った従前どおりの給食を提供し，健やかな成長を育
む。
②町内こども園の年間の給食費（物価高騰分）に係る費用を交
付対象経費として一般会計に充当する。
③［公立園］給食費の基準単価：7,500円×物価上昇率：22％×
対象園月初の園児総数：1,407人＝2,321,550円
［私立園］給食費の基準単価：7,500円×物価上昇率：22％×対
象園月初の園児総数：1,030人×1/2＝849,750円
［計］3,171,300円
④町内こども園（公立３園・私立１園）（職員分は除く）

R7.4 R8.3

5
③物価高騰に伴う子育
て世帯支援

【物価高支援】児童生徒給食費免除事業

①町内小中学校の給食費を全額免除することにより，物価高騰
による家計への負担軽減及び子育て環境の充実を図る。（教職
員は除く）
②町内小中学校の年間の給食費に係る費用を交付対象経費と
して一般会計に充当する。
③小学校342人×給食費1日195円×196日（１年間分）
　　　＝13,071,240円
　　中学校168人×給食費1日230円×197日（１年間分）
　　　＝7,612,080円　　　　総計20,683,320円
④町内小学校児童，中学校生徒（教職員は除く）

R7.4 R8.3

6

⑪推奨事業メニュー例
よりも更に効果がある
と判断する地方単独事
業

【物価高支援】住民利用施設における光
熱水費（高騰相当分）への交付金活用事
業

①長引く電力代等の価格高騰により、光熱費等の維持管理費が
増大している公共施設（直接住民の用に供する施設）の光熱費
（高騰相当分）に重点交付金を活用することにより，安定的な施
設運営及び行政サービスの継続提供を図る。
②公共施設の年間の光熱水費（物価高騰分）に係る費用を交付
対象経費として一般会計に充当する。
③対象公共施設におけるR3からの物価高騰分　4,313千円
④町内公共施設のうち16施設

R7.4 R8.3

7
⑩地域公共交通・物流
や地域観光業等に対
する支援

【物価高支援】R7観光事業物価高騰対策
事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けている観
光協会の事業継続のため，経常支出（人件費・光熱水費）及び観
光関係事業者の活性を図る事業に対し支援する。
②水道光熱費及び人件費等（物価高騰分）
③合計2,465千円（A+B）
R７年度「水道光熱費及び人件費」執行見込額（13,495,550円）-
R３年度（10,104,135円）＝3,391,415円
3,391,415円×1/2＝1,695,707円≒1,695千円（A）
R７年度観光物産展等プロモーション事業費（828,481円）+広告
宣伝費「観光ガイドマップ製作費」（712,517円）＝1,540,998円×
1/2＝770,499円≒770千円（B）
④（一社）おきのえらぶ島観光協会

R7.4 R8.3
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